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〔論　文〕

１　はじめに

　日本では，1960年代と1990年代の２度にわた
って流通革命が起こったといわれ，その都度問
屋無用論が叫ばれた。特に1990年代は情報シス
テムの発達により，大規模メーカーと大規模小
売業者の間でコンピュータ・ネットワークを構
築することで情報上の距離が縮小し，両者の連
携が進展した。いわゆる製販同盟と呼ばれるも
のである。
  またその一方で，1960年代からの経済成長を
支えた要因の１つに大規模メーカーの発展とと
もに，メーカーの製品を市場へ流通させた卸売
業者の存在があり，中でも日本流通の特徴に流
通系列化が上げられる。流通系列化とは，メー
カーが自社の製品の販売を有利に導くために，
卸売業者・小売業者の活動を統制，管理する目
的で組織化する一連の動きをいう１）。今日，日
本流通で定着している流通系列化は，主に戦後
に成長を遂げたメーカーが主導する取引制度と
して発展を遂げ，家電産業をはじめ自動車や化
粧品，医薬品，食品など日本を代表する多くの
産業分野に見られたが，近年の大規模小売業者
の急成長に伴い，その存在が大きく揺れ動いて
いるといわれている。
　しかし，大規模メーカーと大規模小売業者に
よる製販同盟によって引き起こされた流通系列
化の動揺は，過去何度となく問屋無用論が叫ば
れながら依然として数多くの卸売業者は市場環
境や競争状況に応じてその機能や役割を変容さ
せることで生き残りを図っているように，メー

カーによる流通チャネルの系列化は，メーカー
が置かれた市場環境の変化に対応するために，
メーカーと流通チャネルとの関係にある機能や
役割を変容させることで，その優れたパフォー
マンスの原動力としての有効性を失うことなく
機能させていると考えることができる。
　本稿では，こうした状況を踏まえて加工食品
分野において最大のメーカー系列販売会社であ
る株式会社日本アクセスを事例として取り上げ
て加工食品産業における流通系列化と呼ばれる
現象が生成し，変容するプロセスを経時的に追
いかけながら，メーカーによる流通チャネルの
系列化がどのような意図のもとに組織され，そ
の系列化された流通チャネルがどのような方向
に変化したのか，また小売業者との流通取引様
式と関係構築にどのような影響を与えているの
か，という流通取引制度におけるメーカーによ
る流通系列化のダイナミズムと系列化された流
通チャネルの有効性について考察する。

２　流通系列化と販売会社

　流通系列化に関しては，今までに多くの研究
者によって研究成果が蓄積されており，定義付
けされてきた。風呂（1968）は，商業資本の系
列化を個別の産業資本家が個別の商人に対して
個別の支配関係を設定し，自己製品の個別化さ
れた価値実現操作を図ることであるとし，系列
化された流通とはメーカーによる内部組織に似
た命令・権限の関係と，他方でメーカーと系列
商人との売買関係を併せ持つ複合的な性格を有
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するものであると指摘している。また，石原
（1982，1989）は，商業企業の系列化とは商業
企業を価値実現過程の中に形式的に存続させな
がら，その社会性・独自的行動を可能な限り排
除し，彼を寡占企業のマーケティング活動の中
に組み込もうとするものであり，製造業者が商
業者を緩衝帯として介在させながら，彼の影響
力を引きつけようとする間接支配の方法である
としている。つまり，流通系列とはメーカーが
価格制限としての再販売価格維持や非価格制限
としての専売制，一店一帳合制，テリトリー
制，抱き合わせ取引などの諸手段を活用して，
メーカー自らが自社の製品の販売について卸・
小売から消費者へ至る流通経路を統合し，販売
業者の協力を確保し，その自らのマーケティン
グ戦略が実現できるように，もしくはより有効
なものになるように販売業者を掌握・組織化す
る行為であるといえる２）。
　では，こうした流通系列化の定義に対して販
売会社はどのように定義づけられるのであろう
か。風呂（1968）によれば，垂直的統合の形態
として製造業者による既存の商人事業の買収あ
るいは吸収・合併，同じく製造業者によって新
規に設定された直営販売組織を上げている。ま
た，森下（1960）によれば，実質的には商業資
本を排除しながら，形式的にはなお個別の企業
として残存せしめておく場合があり，その形態
として，独占資本の専属販売代理人たる代理商
や，直属の販売会社あるいは共販会社を上げて
いる。
　つまり，販売会社は垂直的統合の一形態とし
て，メーカーによって既存の卸売り業者を買収
もしくは吸収・合併するか，またはメーカーの
出資によって新たに設立されることでメーカー
資本の影響を受けながら，メーカーが国内市場
において自社製品をそこを通じて販売させる目
的で出資・設立した商事会社である３）と定義
することができる。

３　株式会社日本アクセス４）の事例

（１）日本アクセスの概要
　ここでは，大規模小売業者と大規模メーカー
による流通系列化に関する関係を代表する企業
として，加工食品業界の雪印乳業株式会社（以
下，雪印乳業）と株式会社日本アクセス（以
下，日本アクセス）を取り上げる。
　日本アクセスは，1993年10月１日に島屋商
事，仁木島商事，雪印物産，雪印商事，東京雪
印販売の雪印系列卸５社が合併し，“統合物流
サービス企業”を標榜して雪印アクセスとして
設立され，その後2004年４月１日に社名変更さ
れたものである。設立当時，資本金は26億2000

万円であり，そのうち雪印乳業の出資比率は
89.02%となっている５）。
　日本アクセスとなった現在（2005年３月）の
売上高は8171億9200万円であり，食系卸売業で
は業界トップの国分株式会社の１兆3378億円
（2005年12月），株式会社菱食の１兆2875億1700

万円（2005年12月）に次いで第３位にある６）。
ただし日本の食系卸売業は酒類の取り扱いのウ
ェイトが高いという特徴７）があり，カテゴリ
ー別売上高構成比を見れば，国分は食品が6642

億万円（構成比49.7%）８），菱食は食品が8857億
7700万円（構成比68.8%）９）となり，食品カテゴ
リーの取り扱いをとらえれば，日本アクセスは
菱食に並ぶ位置付けにあることがわかる。

（２）島屋商事株式会社の沿革
　島屋商事の創業は，1921年10月10日に武田清
平が大阪市東区（現在の中央区）平野町におい
て「島屋商店」としてバター専業の食料品販売
を始めたことに端を発し10），大正末期には近畿
一円から名古屋・広島・九州にまで営業エリア
を拡大し，関西で最も有力なバター問屋と言わ
れるようになった。
　1940年には戦時経済統制下であることもあっ
て，島屋商事は日本の乳業界の最大手である酪
連（現在の雪印乳業）に資本参加と役員の派遣
を仰ぐことによって経営基盤の強化を図るとと
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もに，社名を島屋商店から島屋商事株式会社と
変更した。
　1960年後半頃には，スーパーに代表される量
販店が急速に発展し，メーカーの中には量販店
と直取引を始めるところも出現し，卸売業の存
在が危ぶまれた時期であった。このような状況
において，島屋商事は1957年にマヨネーズ等の
一般食品を取り扱うことによって乳製品から総
合化へ進出11）したものの，売上高・利益の伸
び悩みに直面することとなる。その主たる要因
は，量販店が進展し，商品が多様化する中で卸
売業として品揃え活動において競合他社と比較
して明らかに遅れをとっていたのである。そし
て，このことが最終的に島屋商事の資金繰りに
まで影響を及ぼすようになった。その一方で，
雪印乳業は急速に展開する量販店に対応すべ
く，販売基盤強化のために新たな販売施策の展
開を図ろうとしていた。
　こうした動きの中で従来から資本参加による
提携関係にあった両社であったが，さらに島屋
商事は雪印乳業に対して資本および人的な面に
おける事業提携を要請することとなり，1965年
６月に島屋商事は雪印乳業から出された合理化
案を受け入れるかたちで，雪印乳業の系列会社
における総合食品卸売業者として位置づけられ
ることとなった12）。

 （３）仁木島商事株式会社の沿革
　仁木島商事の創業は，1918年６月７日に仁木
島三平が乳製品・製菓材料を取り扱う卸売業と
して東京市赤坂区（現在の東京都港区赤坂）に
仁木島商店を開業したことから始まる13）。1926

年には，当時設立したばかりの酪連14）がバタ
ーの販売網を求めて全国主要都市の有力卸店と
取引交渉を進めていたこともあり，仁木島商店
はバターの納入契約によって酪連と取引を始め
るようになった。
　その後，1934年に社名を株式会社仁木島商店
に改めることで，今までの個人経営から法人組
織として経営のスタートをきるとともに，太平
洋戦争中・戦後を通して生活必需物資に関する

取扱制限を受けたにも関わらず，「扱えるもの
は何でも売る」という姿勢で乳製品など統制品
以外の品揃えを拡大していった15）。しかし，こ
の安易な品揃えの拡大施策によって1952年に新
規で始まった壜詰商品の取引において売掛金の
滞留債権が発生するという失敗を招くこととな
った。この事件によって仁木島商店は経営危機
に陥り，雪印乳業に資金面での援助を申し入
れ，雪印乳業が経営・資金の支援を行うことと
なり，仁木島商店はこの支援によって雪印乳業
からの出資比率は96%となった。
　1967年には社名を仁木島商店から仁木島商事
に変更し，それとともに雪印乳業と資本的な系
列関係にありながら雪印製品以外の取扱をより
一層すすめることで総合食品卸売業を目指すこ
ととなった。

（４）雪印商事株式会社の沿革
　雪印商事は，1952年10月１日に株式会社東京
乳製品商会の営業権を譲り受けた雪印乳業が，
名古屋以西の販売会社として東京乳製品商会の
大阪・神戸事業所をもって大阪乳製品株式会社
（以下，大阪乳製品）として設立された16）。
　雪印乳業が大阪乳製品を系列販売会社として
グループに加えたのは，関西地区における市乳
日配商品の販売ルートを確保するためであった
が，その後大阪乳製品は，雪印乳業のチャネル
合理化政策17）により1965年に雪印物産・大阪
支店を合併し，社名も雪印物産に変更され，
1971年には，雪印乳業が経営の多角化・多様化
として始めた冷凍食品の製造にともなって，雪
印商事は冷凍食品の販売を開始することとなっ
た。

（５）雪印物産株式会社の沿革
　雪印物産は，1952年10月１日に株式会社東京
乳製品商会から営業権を譲り受ける形で，雪印
乳業によって「株式会社雪アイス」として設立
された18）。1955年には雪印乳業のチャネル政策
により，株式会社雪アイスはアイスクリーム事
業を新設会社・雪印アイスクリーム販売株式会
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社（後の東京雪印販売株式会社）に譲渡し，乳
製品および一般食品を取り扱う卸売業となり，
それにともなって1957年に社名を雪印物産に変
更した19）。
　その後，1981年には雪印乳業の市場再編政策
に沿って，関東エリアにおける雪印物産の市乳
事業は東京雪印販売に移管され，雪印物産は雪
印乳業の特約店として乳製品・アイスクリー
ム・冷凍食品を取り扱うとともに，その他食品
全般を取り扱う総合食品卸店として拡大を図る
こととなった。

（６）東京雪印販売株式会社の沿革
　東京雪印販売は，1955年３月２日に雪印乳業
の系列特約店のうち，株式会社雪アイス（現在
の雪印物産）・株式会社仁木島商店（現在の仁
木島商事）・草野商店・マンロー商会・高宮商
店のアイスクリーム販売部門を分離独立させ，
雪印乳業との共同出資により，雪印アイスクリ
ーム販売株式会社（以下  雪印アイスクリーム
販売）として設立された20）。
　雪印アイスクリーム販売は，アイスクリーム
の販売を専業とする販売会社として設立された
が，アイスクリーム市場が拡大するにつれて，
中小乳業メーカー等の市場参入が多くなり，競
争が激化するようになった。こうした市場環境
の中で，雪印アイスクリーム販売はアイスクリ
ームだけでは売上・利益面で厳しいことから，
多角化として1961年に市乳製品，1963年に冷凍

食品の販売を始めるようになった。また，販路
に関しても，市乳商品でワンウェイ容器商品の
開発を契機にして，一般小売店から量販店やチ
ェーン・スーパーに対して取引を拡大した21）。
こうした多角化の努力によって，1969年頃には
売上の30%以上を市乳商品が占めるようにな
り，1975年には市乳商品の構成比が50%を超え
るにまでいたった。そして，それとともに雪印
アイスクリーム販売という社名は，市乳商品を
主力として取扱っている当社の実体と乖離して
きたことから，1970年に社名を東京雪販株式会
社，1985年に東京雪印販売と変更した。

（７）雪印アクセス設立の経緯
　雪印アクセスは，1993年10月１日に島屋商
事・仁木島商事・雪印物産・雪印商事・東京雪
印販売の系列卸５社の合併によって設立され
た。その雪印アクセス設立について雪印乳業か
ら発表が行われたときは，当時の食品業界にお
いて大きな事件であった。なぜなら，合併対象
なった５社は雪印系列卸として食系卸売業にお
いて中堅クラスであったが，今回の合併によっ
て売上の単純合計は6000億円を超えることにな
り，北海道を除く22）全国チルド物流網を持っ
た巨大卸が突如として出現したからである23）

（表１）。
　このように雪印乳業が系列とはいえ，各社の
設立の経緯・歴史や力関係の異なる５社を雪印
アクセスとして一本化するに至った要因は，外

表１　合併対象５社の概要（1992年度）
（単位：百万円，％，カ所）

社　名 雪印乳業の
出資比率

1992年度
売上高

雪印乳業の
構成比 事業所数 営業エリア

島屋商事 73.78 212,665 32.7 55 名古屋以西地区
仁木島商事 98.00 94,589 28.5 15 関東地区
雪印物産 100.00        142,855 48.0 56 名古屋～東北地区
雪印商事 100.00 92,500 47.7 20 近畿地区
東京雪印販売 100.00 90,217 77.1 32 関東地区
合　計 － 632,826 － 178 － 

出所）雪印アクセス社内資料より筆者作成。
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部要因と内部要因の２つが考えられる。
　まず外部要因としては，大規模小売業者の要
求と地域小売業者の課題への対応という２項目
が上げられる。第１に，この当時すでにバイイ
ング・パワーを持った大規模小売業者は，欲し
い商品を必要なときに確実に安く届ける卸店を
１社選び，すべての配送を任せる「一括納入方
式」のほうがコストは安くなるという考え方が
支配的になっていた。さらに，全国展開にとも
なって全国均一で精度の高い物流網を構築して
いる卸店に取引を集約する傾向にあったことか
ら，雪印グループは系列卸について大規模小売
業者の要求に対応する必要に迫られていた。
　第２に，大規模小売業者に対して品揃え活動
や店舗の棚割りといった店舗オペレーションで
格差のある地域小売業者からは，卸売業者に対
して幅広いリテール・サポート能力が求められ
るようになった。
　次に内部要因としては，雪印グループ内での
物流・情報システム部門の合理化が上げられ
る。合併した５社は雪印系列といっても，取り
扱い製品・営業エリアなどにおいて輻輳してい
たことから競争関係にあった。また，情報シス
テムに関しては，系列卸各社が独自に構築して
いる部分があったことから，システム上の重複
が見られ，さらに大規模小売業者の全国展開，
地域小売業者の幅広いリテール・サポートに対
応するために統一する必要があった。
　加えて雪印乳業は，上記の外部要因と内部要
因によって系列卸５社を合併させるに当たっ
て，品揃えの多様化を図ることで「総合食品
卸」になることを選択した。しかし，雪印乳業
の立場からすればメーカーによるチャネル・コ
ントロールがし易く，雪印製品の専売率の高い
販売会社を設立するという選択枝を採ることも
できたはずである。それでも雪印乳業は，「販
売会社はメーカーの意思を流通へ押し通すため
の仕組みであり，メーカー・卸・小売の協業体
制を作るための阻害要因となる」との考えに基
づいて総合食品卸になることを決定したのであ
る。

４　雪印アクセスと顧客とのインター
フェース

　こうして総合食品卸となった雪印アクセス
は，今や業界を代表する卸売業者であり，売上
高においてかつての親会社である雪印乳業を越
える規模の企業になったが，その雪印アクセス
と顧客である小売業者とのインターフェースに
おける特徴として次の４点を挙げることができ
る。
　第１は，雪印アクセスは設立された当初，雪
印乳業の出資比率に見られるように資本関係に
ある系列卸であるが，専売制をとる系列販社と
は異なり，得意先である小売業者の品揃えに対
する要求に対応できるよう主要な取扱カテゴリ
ーは14カテゴリー，主要な取引先は延べ389社
と非常に多岐にわたっていることであった（表
２）。
　また取扱商品のカテゴリー別売上高構成比
（表３）を雪印乳業のカテゴリー別売上高構成
比（表４）24）と比較すれば，雪印アクセスは雪
印乳業がほとんど取扱っていない一般加工食品
などを積極的に他メーカーから仕入れることで
品揃え形成活動において小売り側が要求する多
様化に対応しようとしていることがわかる。
　こうして卸売業者としての認知を得た雪印ア
クセスは，設立２年目を迎える1994年頃からフ
ローズンやチルド食品の低温度帯流通における
全国流通網という強みを基盤に，常温食品はも
とより，豆腐・漬け物などの和日配と呼ばれる
和風加工食品25），菓子，日用雑貨にまで品揃え
活動を積極的に展開した。これによって取引先
もメーカーで4000社，小売業で１万5000社を越
えるまでに拡大した。
　第２は，この品揃え活動と並行して強化した
リテール・サポート機能である。1994年には全
国的な組織改革を実施し，本社において取引に
関するマーケティング・物流・情報システムな
どの機能を統括し，共有化を促進することによ
って大規模小売業者との関係強化を図る「流通
本部」を新設した。
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　また，リテール・サポート機能は店舗支援・
売場支援・情報化支援・教育研修支援といった
具体的な項目26）として各事業所にブレイクダ
ウンされており，営業担当者が携帯端末を使っ
て取引先に対して販促や棚割りなどの提案活動
を実施できるようになることで，現場レベルに
おいて個々の地域小売業者とのより太い関係を
築くための手段となっている。
　さらに，雪印アクセスが提供するリテール・
サポート機能は，店舗・売場・情報・研修とい
ったピンポイントのサポートだけでなく，カテ
ゴリー・マネジメントによるチーム対チーム，
組織対組織による継続的な取り組みを展開して
いる27）。こうした戦略を卸売業者が遂行するた
めには，品揃え活動における「フルライン化」，
物流における「共同配送」という新たな２つの
機能が要求される。
　そして，雪印アクセスにおいてこの２つの機
能を遂行しているのが特徴の第３番目となる

「マーチャンダイジング・ディストリビューシ
ョン・センター（以下　MDセンター）」であ
る。雪印アクセスは，中間在庫を持った卸売と
しての汎用的な機能と一括物流・共同配送機能
を併せ持った卸売業者であるが，その中でMD
センターは「一括物流」「共同配送」を柱とし
た物流に特化した機能と，卸売業としての商流
を切り離した「マーチャンダイジング提案機
能」を合わせたセンターとしてスタートし28），
製造・流通・店舗までを含めたトータルコスト
の低減を特定の得意先とともに推進していくオ
ーダーメイド的なセンターとして全国に99カ所
（2006年４月現在）有している（図１）。
　第４は，流通をトータルでサポートする基幹
システム「ANGELS（Access Next Generation 
Leading System）」である。これは，旧５社間
のシステム統一を図ることにより，日々の業務
や物流の自動化・システム化および標準化を図
り，全国同一レベルで高品質＆低コスト流通を

　表２　カテゴリー別主要仕入れ先（2000年３月現在）
（単位：社）

カテゴリー 瓶・缶詰 嗜好品 乾　物 麺・米飯 調味料 飲　料 菓　子
取引先数 34 29 42 35 62 45 25

カテゴリー オーガニック 乳製品 チルド アイスクリーム 冷凍食品 漬け物 医薬部外品
取引先数 13 16 24 19 24 13 ８

出所）株式会社雪印アクセス会社案内より筆者作成。

表３　雪印アクセス，カテゴリー別売上高構成比（2000年３月現在）
（単位：百万円，％）

カテゴリー 一般加工食品 牛乳類 冷凍食品 アイスクリーム 原料・乳製品 その他 合　計
売上高 402,167 176,377 83,787 38,986 20,896 20,830 743,043 

構成比 54.2 23.7 11.3 5.2 2.8 2.8 100.0

出所）株式会社雪印アクセス社内資料より筆者作成。

表４　雪印乳業，カテゴリー別売上高構成比（2000年３月現在）
（単位：百万円，％）

カテゴリー 牛乳類 乳製品 アイスクリーム 油　脂 その他 合　計
売上高 272,802 148,523 32,024 18,871 71,746 543,966

構成比 50.1 27.3 5.9 3.5 13.2 100.0

出所）雪印乳業株式会社ホームページ（http://www.snowbrand.co.jp/）より筆者作成。
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支える基幹システムである29）。そこでは，雪印
アクセスおよび雪印アクセスの物流センターと
得意先・仕入先・ベンダー間を EDIシステム
でつなぐことで，ノー伝票・ノー検品・ノー請
求をはじめとした受発注，入出荷，在庫管理，
商品管理を製造・配送・販売のサプライチェー
ンの中で全体最適化を図ることを目的として開
発されている（図２）30）。

５　雪印アクセスから見た２つの関係
性

（１）雪印乳業と雪印アクセスの関係性
　第１のフェーズである雪印乳業と雪印アクセ
スの関係において特徴的なのは，品揃え活動の

復活である。雪印アクセスは，旧５社時代から
他社製品の取り扱いを積極的に行ってきた。こ
れは一見すればメーカーの流通系列化政策と矛
盾しているかのように見える。しかし，現実に
卸売業者の企業規模が小さい場合，品揃えを形
成する能力そのものが不足しており，必ずしも
小売業者を惹きつけるものではなかったことか
ら，雪印乳業にすれば販売チャネルの確保を最
優先事項としながら，小売業者を惹きつけるた
めの政策として品揃え活動の復活を採ったもの
と考えられる。加えて，1960年代の高度経済成
長期の市場が拡大傾向にある中で，系列卸の品
揃え活動の復活によって小売業者に対する魅力
度を増すことができれば，系列卸の企業規模も
大きくなり，必然的に自社製品のディストリビ

ＭＤセンター

メーカー

特定ベンダー

雪印アクセス仕入
分の商品

特定ベンダー

店舗

店舗 

店舗

特定量販店本部
共同物流の依託

・入荷・集荷・仕分

・配送・提案活動

図１　共同物流型（MDセンター）

出所）流通研究社（1998）, p. 36および日本食糧新聞社（1998）, p. 98より加筆，修正。

図２　雪印アクセス新基幹システム ANGELS概念図

 
 
 
 
 
 
      

ＡＮＧＥＬ 

商品管理 

発注・入荷 受注・出荷 
仕
入
先
様 

得
意
先
様

 

在庫管理 

出所）雪印アクセス会社案内より加筆、修正。
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ューションも拡大する可能性が大きくなるもの
と考えられる。雪印乳業が雪印アクセスを“総
合流通サービス企業”として位置づけること
で，メーカーがチャネル・コントロールを通じ
て競争優位を発揮するのではなく，チャネル自
体が市場において機能上の競争優位を発揮する
ことで，メーカーは商品施策やブランド施策に
集中するという機能分化を図ろうとした。この
意味から，雪印乳業と雪印アクセスとの関係
は，系列卸を経済的・人的な面で支援とコント
ロールを行いながら，系列卸にある程度の自由
度を認めることで成長を促す，といういわば共
存共栄の関係にあったということができる。
  こうした雪印アクセスと雪印乳業のような関
係は，従来の系列関係では見られなかった。つ
まり，従来の流通系列化で想定されていた寡占
メーカーによる流通業者に対する支配関係が存
在しないのである。そこに存在するのは，メー
カーと流通業者が機能分化を図りながら，自社
の強みをさらに強化し，相互の不足部分を補填
するという互恵性を持ったWIN-WINの関係
であり，流通系列化における支配関係からパー
トナー関係へと変化していることを表わしてい
ると考える（図３）。

（２）雪印アクセスと小売業者との関係性
  第２のフェーズである雪印乳業と小売業者の
関係において特徴的なのは，MDセンターであ

る。MDセンターは，特定のチェーン店・CVS
に対して各店舗向けの商品を雪印アクセスが一
括して荷受けし，仕分け・一括配送を行うオー
ダーメイド的なスルー型センターである。そこ
では，特定の得意先に対して全温度帯を通じた
一元的なフルライン・サービスを提供すること
によって，製造・流通・店舗までを含めたトー
タルコストの低減を，得意先と一緒になって検
討し，推進するセンターとして機能している。
  雪印アクセスのこうした機能は，店舗オペレ
ーションにおいて本部機能が十分機能していな
い中規模小売店や地域のリージョナル・チェー
ンに対して，棚割りから品揃え，物流に至るあ
らゆる機能を請け負っているのである。これと
同様の機能は，菱食をはじめとする競合他社で
も提供しているが，雪印アクセスが他社と決定
的に異なるのは，全国119ヵ所に存在するMD
センターである。特定の得意先に対するセンタ
ーをこれだけ抱える卸売業者は他になく，この
高密度な拠点からの物流サービスとカテゴリ
ー・マネジメントによるマーチャンダイジング
機能が，雪印アクセスの優位性を維持させてい
る。
  こうした雪印アクセスと小売業との関係は，
基本的にチェーン・ストアの小売りとしての自
主性は尊重しながら，売り場や商品に関しては
任せてもらい，サプライチェーンとしてトータ
ルコスト低減に関して一緒になって検討・推進

 
 
                 

雪印乳業 雪印アクセス
自律性  

競争優位  

 

雪印アクセス 小  売  業  
マーチャンダイジング機能  

店舗･顧客情報  

図３　雪印アクセスと雪印乳業の関係概念図

図４ 雪印アクセスと小売業の関係概念図

注）筆者により作成。

注）筆者により作成。
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していくという姿勢にある。そこには，従来の
小売業者と卸売業者にあったパワーによる支配
関係が薄らぎ，従来の卸と小売りの間の取引関
係から取組関係へ変化することで，対等なパー
トナーとしての関係へと変化し始めているとい
える（図４）。

６　おわりに

　雪印アクセスと雪印乳業，雪印アクセスと量
販店という２つの関係性について個別に検討を
行ったが，ここではその全体の関係性を検討す
る。今までの考察から，雪印アクセスが雪印乳
業と小売業の双方においてパートナーとしての
関係に変化しつつあることが理解できた。こう
した関係性の変化から流通系列化や販売会社を
新たに捉えれば，これは従来の流通系列化の考
え方に見られるメーカーが販売会社との関係を
太くすることによって販売会社と小売企業をコ
ントロールしようとすることに対して，メーカ
ーが販売会社と小売企業との関係を太くするこ
とによって企業グループ全体として小売企業と
取り組みを促進しようとするもの（図５）と捉
えることができる。
　加えて，雪印アクセスの基幹システムである

ANGELSは，全国同一レベルで高品質・低コ
スト流通を実現させるとともに，得意先とのネ
ットワークを構築している。それと同時に，
ANGELSもまた雪印乳業との情報システム上
のインターフェースとして連携されている。こ
のことは，雪印乳業が雪印アクセスとのオンラ
インを通じて小売業に対するネットワークとし
て連携されていることを意味している。
  ここで重要なことは次にあげる２点である。
第１は，雪印アクセスが販売会社として雪印乳
業の製品を販売するだけでなく，積極的な他社
製品の取り扱い品目の拡大とMDセンターを
軸としたマーチャンダイジング機能の強化によ
って量販店との関係を取引から取り組みへと転
換し，業界内における競争優位を得たことであ
る。第２は，雪印乳業が雪印アクセスとのネッ
トワークを通じて小売業と繋がっていることで
ある。雪印乳業の立場からすれば，雪印アクセ
スからダイレクトにチェーン本部施策と店舗施
策および製品販売状況や消費者に関する情報が
上がってくることになり，そのことはメーカー
側から見た市場透明度を向上させることにな
る。さらに市場透明度が向上することで，需要
予測が可能になり，それを販売計画や生産計画
に反映させることが可能になる。それはまさに

図５　メーカーと販売会社の関係の新旧比較
＜従来の関係＞

＜新しい関係＞

 
 

メーカー 販売会社 小売企業コントロール

メーカー 販売会社 小売企業取り組みパートナー関係

他メーカー

他メーカー
取引

取引

取引  

出所）筆者により作成。
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サプライチェーン・マネジメント31）であり，
将来的に雪印乳業は雪印アクセスを核としたサ
プライチェーンの構築によって消費者起点の発
想へ転換を図ろうとしているのである。
　このことから，メーカー系列販売会社の役割
が自社製品の販売からメーカーと小売業者を繋
ぐネットワークにおけるオーガナイザーとなる
とともに，小売業者との関係において取り組み
によるパートナー関係へと転換したメーカー系
列販売会社が小売業者から詳細な市場情報を入
手し，それらをメーカーに反映させることによ
ってサプライチェーン・マネジメントにおける
核としての役割を担うように変容したことを表
している。これは，メーカー系列販売会社がメ
ーカー自社製品を販売させる商事会社としての
支配関係からメーカーとの関係を機能分担によ
る互恵性を持ったパートナー関係へと変容さ
せ，その一方で小売業者との関係においてサプ
ライチェーンの核としてのパートナー関係へと
変容させることで有効性を維持してことを示し
ているものと考える。
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燃料まで販売していた。

16） 雪印商事株式会社（1993），10-11ページ。
17） 1958年にクローバー乳業と合併した雪印乳業は，

雪印ブランドに一本化されたことにより系列卸
間の競争が激化したため，全国の100%出資販売
会社の整理・統合を実施した。
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18） 雪印物産株式会社（1992），12-13ページ。
19） 雪印物産株式会社（1992），22ページ。
20） 東京雪印販売株式会社38年史編集委員会（1993）， 

6ページ。
21） それまでの牛乳・乳飲料の形態は壜詰めであり，

販売チャネルも牛乳販売店と呼ばれるメーカー
系列販売店が主流であった。また，販売方法は
宅配であった。

22） 合併当初，北海道は空白地区となっていたが，
1995年11月に札幌支店の開設により全国物流体
制を整えることとなる。

23） チルド，フローズン商品については，比較的新
しいカテゴリーであることに加えて，販売店も
専門施設を必要とすることから市場が限られ，
卸も大半は中小の専門卸であった。このため，
大手食系卸もあまり積極的に進出しなかった。
しかし，最近になってチルド，フローズン商品
の将来性が注目されてきたが，そんな中で雪印
アクセスの登場は，初めてチルド・フローズン
分野でナショナル卸が生まれたものであり，そ
の優位性が注目されていた。『日経流通新聞』
1993年９月30日付。国際商業出版（1997），
98-102ページ。

24） 雪印乳業株式会社ホームページ（http://www.

snowbrand.co.jp/）より筆者作成。
25） 和風加工食品は地方の小規模メーカーが多く，

そういったメーカーの中から優良商品を発掘し，
小売店に売り込むことによって，メーカーの販
路拡大と小売店の品揃え強化を支援する。

26） 日本食糧新聞社（1998），80-85ページ。店舗支
援では店舗診断プログラムとして市場分析，売
場支援では棚割り支援・POS情報の加工，情報
化支援では EOS発注システム「オリンピア」，
教育研修支援では「流通アカデミー」による小
売業の階層別研修，などを実施している。

27） スーパーの加工食品売り場は，180社以上ものメ
ーカーと取り引きをしないと成り立たないとい
われている。当然，スーパーの担当バイヤーが
情報収集できる範囲は限られており，そこにど
れだけの提案ができるか，が重要になってくる。
このことからも大手卸売業者はカテゴリーによ

る情報管理・情報提供をできる体制を構築する
必要があった。『週刊東洋経済』1997年11月29日
付。

28） 日本食糧新聞社（1998），98-99ページ。
29） 日本食糧新聞社（1998），165-167ページ，流通研

究社（1999），21-24ページ。
30） 『日経情報ストラテジー』1999年７月号 , 196-197

ページ。しかし，その後このシステムは①物流
サービスと物流コストの関係が明確に管理でき
ない②各支店ごとに縦割りの組織になっていた
ことから個別視点の商圏を越えた場合にスムー
ズに対応できない③和日配のように地域密着型
の商品情報が全社規模で共有化されていない，
などの問題が発生し，こうした問題を解決する
ために同社は新たに「Captain（キャプテン）」
と呼ばれる新基幹システムを導入した。『日経情
報ストラテジー』2004年８月号。

31） 本論文で使用するサプライチェーン・マネジメ
ント（SCM）という語句は，サプライチェーン・
カウンシル日本支部（SCC）が定義する「サプ
ライチェーン・マネジメントとは，顧客に価値
をもたらす製品，サービス，情報を提供するビ
ジネスにおいて原材料の供給者から最終需要者
に至る全過程の個々の業務プロセスを，全体と
して１つのビジネス・プロセスとしてとらえ直
し，企業や組織の壁を越えてビジネス・プロセ
スの全体最適化を継続的に行い，製品・サービ
スの顧客付加価値を高め，企業に高収益をもた
らす戦略的な経営管理手法」の意味で用いてい
る。SCC ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.supply-

chain.gr.jp/）より筆者抜粋。
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